
第 1 9 号 議 案 

令和６年６月 25 日 

総 務 課 

任 用 給 与 課 

 

 

東京都人事委員会規則の一部改正について 

 

 

 

標記の件について、下記の東京都人事委員会規則を別添のとおり改正し、施

行する。 

 

記 

 

東京都人事委員会規則の一部改正 

１ 公益的法人等への東京都職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則 

２ 東京都職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則 

３ 初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 
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１ 公益的法人等への東京都職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則 

    派遣先法人の追加に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

別 表 第 一 

（条例第2条関係） 

 

【派遣先団体の追加に伴う規定整備】 
○ 別表第一（公益的法人） 

・金融経済教育推進機構 

 

 

 

団体名 金融経済教育推進機構 

申請者 東京都知事 

都事業との

関連性及び

職員派遣の

必要性 

＜設立経緯＞ 

金融経済教育推進機構は、国民一人ひとりが適切な金融

サービスの利用等に資する金融又は経済に関する知識を習

得し、これを活用する能力の育成を図るための教授及び指

導（金融経済教育）を推進することを目的として、令和６年

４月に「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関す

る法律」を根拠として、官民共同の下で設立された法人であ

る。 

 

＜都事業との関連性＞ 

「『国際金融都市・東京』構想２．０」を推進していくに

あたり、「資産循環を担うプレーヤーの育成」を加速させて

いく必要があり、官民一体となった金融経済教育をより一

層浸透させることが重要である。 

そのためには、官民共同の下、全国規模で国民に対して講

師派遣事業やイベント・セミナー事業、機構が認定するアド

バイザーによる個別相談事業等を行う金融経済教育機構

と、金融経済教育に関して都が蓄積した長年のノウハウに

基づく連携が不可欠である。 

 

＜職員派遣の必要性＞ 

上記の施策推進には、機構の組織運営及び都内において

展開する事業の企画・立案・実施について、都の政策方針や

都民の特性・地域環境等に関する実態、都が蓄積する金融経

済教育に関するノウハウを反映させることが不可欠であ

り、これらの事項に関して機構内で中核的役割を担う人材

を派遣することで初めて実現可能となる。 

また、当該職員の機構における業務遂行を通じて、政府や

日本銀行、全国銀行協会、日本証券業協会等と都内における

金融経済教育の推進に関して情報共有や連絡調整を継続的

に行い、これらの組織と人的ネットワークを形成すること

は「『国際金融都市・東京』構想２．０」の他の事業の実現

に資するものである。 

加えて、当該業務を通じて適切な金融サービスの利用等

に資する金融又は経済に関する知識を習得することで、都

において金融経済教育を更に推進するための業務経験や知

識を持った職員の育成にもつながる。 

以上のことから、都の施策実現のため当該団体に都職員

を派遣する必要がある 

都出資比率 － 
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【参考】 

 

〇公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（抄） 

(職員の派遣) 

第２条 任命権者(地方公務員法第六条第一項に規定する任命権者及びその委任

を受けた者をいう。以下同じ。)は、次に掲げる団体のうち、その業務の全部

又は一部が当該地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有するものであ

り、かつ、当該地方公共団体がその施策の推進を図るため人的援助を行うこと

が必要であるものとして条例で定めるもの(以下この項及び第三項において

「公益的法人等」という。)との間の取決めに基づき、当該公益的法人等の業

務にその役職員として専ら従事させるため、条例で定めるところにより、職員

(条例で定める職員を除く。)を派遣することができる。 

一 一般社団法人又は一般財団法人 

二 地方独立行政法人法(平成十五年法律第百十八号)第八条第一項第五号に

規定する一般地方独立行政法人 

三 特別の法律により設立された法人(前号に掲げるもの及び営利を目的とす

るものを除く。)で政令で定めるもの 

四 地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百六十三条の三第一項に

規定する連合組織で同項の規定による届出をしたもの 

 

〇公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第二条第一項第

三号の法人を定める政令（抄） 

公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第二条第一項第

三号の政令で定める法人は、次に掲げる法人とする。 

百十三 金融経済教育推進機構 

 

〇公益的法人等への東京都職員の派遣等に関する条例（抄） 

 (職員の派遣) 

第２条 任命権者は、次項に定める団体との間の取決めに基づき、当該団体の

業務にその役職員として専ら従事させるため職員を派遣することができる。 

2 法第２条第１項に規定する条例で定めるものは、次の各号のいずれか 

に該当する団体で、人事委員会規則で定めるものとする。 

一 都が出資し、若しくは補助金、負担金その他これに準ずるものを支出

し、又は事業の委託若しくは役員の派遣を行っている団体 

二 地方行政に資する事業を広域的に行っている団体 

   三 公共の利益の増進を目的とする事業を行っている団体で、都がその事

業に参画し、又は協力することが、都の施策の推進に有益と認められる

もの 

  

施 行 期 日 

附       則 

  

 令和６年７月１日 
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２ 東京都職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則 

    上記１の規則改正による団体追加等を踏まえ、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

別 表 第 一 

（第９条関係） 

 

 
 

第19条第１項第２号 

第22条第１項第１号 

【都の事務又は事業と密接な関連を有する業務を行う団体の追加に伴う規定

整備】 

〇 別表第一（公益的法人） 

  ・金融経済教育推進機構 

 

【令和５年７月１日付組織改正に伴う規定整備】 

 〇 再就職状況の届出・公表に関する規定 

・「福祉保健局の各部」→「福祉局及び保健医療局の各部」 

施 行 期 日 

附      則 

 

 令和６年７月１日 

 ただし、組織改正に伴う規定整備は、令和５年７月１日から適用する。 

 

 

３ 初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

    職責の変更に伴い、所要の改正を行う。 

項   目 
該 当 条 文 内           容 

行 政 職 給 料 表
（一）５級昇格時
職務区分別号給
表 

別表第８イ 

【職責の変更に伴う改正】 

 本庁の職務区分２を適用する職から「スタートアップ・国際金融都市戦略

室特区・規制改革担当部長」を削除 

施 行 期 日 

附      則 

 

 令和６年７月１日 
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～ 目 次 ～ 

１ 公益的法人等への東京都職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則（２頁） 

２ 東京都職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則（３頁） 

３ 「初任給、昇格及び昇給等に関する規則の運用について」の一部改正について（５頁） 

 

規 則 等 改 正 案 文 一 覧 

別添 

1
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。
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。
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。
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～ 目 次 ～ 

１ 公益的法人等への東京都職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則（２頁） 

２ 東京都職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則（３頁） 

３ 「初任給、昇格及び昇給等に関する規則の運用について」の一部改正について（５頁） 

 

 

規 則 等 改 正 新 旧 対 照 表 

参考 

1



 

公益的法人等への東京都職員の派遣等に関する規則（平成十四年東京都人事委員会規則第一号） 新旧対照表（抄） 

改 正 案 現 行 

第一条から第三条まで （現行のとおり） 

別表第一（第二条関係） 

 一般財団法人ＧｏｖＴｅｃｈ東京から一般社団法人日本公園緑地協会まで （現行の

とおり） 

 危険物保安技術協会 

 金融経済教育推進機構 

 公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所から日本消防検定協会まで （現行のと 

おり） 

別表第二 （現行のとおり） 

第一条から第三条まで （略） 

別表第一（第二条関係） 

 一般財団法人ＧｏｖＴｅｃｈ東京から一般社団法人日本公園緑地協会まで （略） 

  

危険物保安技術協会 

 （新設） 

 公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所から日本消防検定協会まで （略） 

 

別表第二 （略） 

2



東京都職員の退職管理に関する規則（平成二十八年東京都人事委員会規則第十一号） 新旧対照表（抄） 

改 正 案 現 行 

第一条から第十八条まで （現行のとおり） 

（実質的に行政上の権限を行使しない職員） 

第十九条 （現行のとおり） 

 一 （現行のとおり） 

 二 職員給与条例別表第五イ医療職給料表㈠の適用を受ける職員のうち職務の級が一

級である職員、同表第五ロ医療職給料表㈡の適用を受ける職員のうち職務の級が三

級以下である職員及び同表第五ハ医療職給料表㈢の適用を受ける職員のうち職務の

級が三級以下である職員（東京都組織規程（昭和二十七年東京都規則第百六十四号）

第八条に定める福祉局及び保健医療局の各部並びに保健所の設置等に関する条例

（昭和二十三年東京都条例第百二十八号）第一条に規定する保健所並びに東京都健

康安全研究センター処務規程（平成十五年東京都訓令第二十一号）第二条に規定す

る広域監視部に勤務する職員を除く。） 

 三から五まで （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

第二十条及び第二十一条 （現行のとおり） 

（再就職状況の公表） 

第二十二条 （現行のとおり） 

一 離職日において、職員給与条例別表第五医療職給料表に掲げる各給料表の適用を

受けていた職員（離職日において、東京都組織規程第八条に定める福祉局及び保健

医療局の各部並びに保健所の設置等に関する条例第一条に規定する保健所並びに東

京都健康安全研究センター処務規程第二条に規定する広域監視部に勤務していた職

員を除く。） 

二及び三 （現行のとおり） 

２ （現行のとおり） 

第一条から第十八条まで （略） 

（実質的に行政上の権限を行使しない職員） 

第十九条 （略） 

 一 （略） 

 二 職員給与条例別表第五イ医療職給料表㈠の適用を受ける職員のうち職務の級が一

級である職員、同表第五ロ医療職給料表㈡の適用を受ける職員のうち職務の級が三

級以下である職員及び同表第五ハ医療職給料表㈢の適用を受ける職員のうち職務の

級が三級以下である職員（東京都組織規程（昭和二十七年東京都規則第百六十四号）

第八条に定める福祉保健局の各部、保健所の設置等に関する条例（昭和二十三年東

京都条例第百二十八号）第一条に規定する保健所及び東京都健康安全研究センター

処務規程（平成十五年東京都訓令第二十一号）第二条に規定する広域監視部に勤務

する職員を除く。） 

 三から五まで （略） 

２ （略） 

第二十条及び第二十一条 （略） 

（再就職状況の公表） 

第二十二条 （略） 

一 離職日において、職員給与条例別表第五医療職給料表に掲げる各給料表の適用を

受けていた職員（離職日において、東京都組織規程第八条に定める福祉保健局の各

部、保健所の設置等に関する条例第一条に規定する保健所及び東京都健康安全研究

センター処務規程第二条に規定する広域監視部に勤務していた職員を除く。） 

 

二及び三 （略） 

２ （略） 
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第二十三条 （現行のとおり） 

別表第一（第九条関係） 

 一般財団法人ＧｏｖＴｅｃｈ東京から一般社団法人日本公園緑地協会まで （現行の

とおり） 

 危険物保安技術協会 

 金融経済教育推進機構 

 公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所から日本消防検定協会まで （現行のと 

おり） 

別表第二 （現行のとおり） 

第二十三条 （略） 

別表第一（第九条関係） 

 一般財団法人ＧｏｖＴｅｃｈ東京から一般社団法人日本公園緑地協会まで （略） 

 

 危険物保安技術協会 

 （新設） 

 公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所から日本消防検定協会まで （略） 

 

別表第二 （略） 
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初 任 給 、 昇 格 及 び 昇 給 等 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 四 十 八 年 東 京 都 人 事 委 員 会 規 則 第 三 号 ） 新 旧 対 照 表 （ 抄 ）  

改 正 案 現 行 
第 一 条 か ら 第 三 十 五 条 ま で （ 現 行 の と お り ） 第 一 条 か ら 第 三 十 五 条 ま で （ 略 ） 

別 表 第 一 か ら 七 ま で （ 現 行 の と お り ） 別 表 第 一 か ら 七 ま で （ 略 ） 

別表第８ 昇格時職務区分別号給表（第20条関係） 
 

別表第８ 昇格時職務区分別号給表（第20条関係） 
 

 イ 行政職給料表（一）５級昇格時職務区分別号給表 
 

 イ 行政職給料表（一）５級昇格時職務区分別号給表 
 

職務

区分 

昇格の日における職 昇格後 

の号給 機関又は組織の名称 職 

一 （現行のとおり） （現行のとおり） 
（現行の

とおり） 

二 本庁 

部の部長（職務区分一に規定す

るものを除く。）、主席監察員、

政策企画局秘書事務担当部長、

スタートアップ・国際金融都市

戦略室国際金融都市総括担当部

長及び総務局労務担当部長 

政策企画局局務担当部長及び生

活文化スポーツ局局務担当部長

のうち、派遣条例第２条の規定

に基づく派遣をされており、か

つ、極めて困難な業務を所掌す

るものであって、別に定めるも

の 

 

 

 

（現行の

とおり） 

職務

区分 

昇格の日における職 昇格後 

の号給 機関又は組織の名称 職 

一 （略） （略） （略） 

二 本庁 

部の部長（職務区分一に規定す

るものを除く。）、主席監察員、

政策企画局秘書事務担当部長、

スタートアップ・国際金融都市

戦略室国際金融都市総括担当部

長、スタートアップ・国際金融

都市戦略室特区・規制改革担当

部長及び総務局労務担当部長 

政策企画局局務担当部長及び生

活文化スポーツ局局務担当部長

のうち、派遣条例第２条の規定

に基づく派遣をされており、か

つ、極めて困難な業務を所掌す

るものであって、別に定めるも

の 

 

（略） 
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東京都住宅政策本部

から東京都議会議会

局まで 

（現行のとおり） 

三及

び四 
（現行のとおり） （現行のとおり） 

（現行の

とおり） 
 

東京都住宅政策本部

から東京都議会議会

局まで 

（略） 

三及

び四 
（略） （略） （略） 

 

 ロ （現行のとおり） 
 

 ロ （略） 
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